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第1段階
（解体準備）

第2段階
（周辺設備解体）

第3段階
（原子炉領域設備解体）

第4段階
（建屋等解体）

島根1など計12プラント 浜岡1,2など計6プラント なし なし
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 2022年7月現在、全国に57基ある実用発電用原子炉のうち、18基が廃止措置中（福島第一を
除く）。現計画では、今後2020年代半ばに、全国で施設解体作業が本格化していく予定。

 現状第３段階に入ったプラントはなく、国内での廃止措置作業（施設解体、廃棄物の処理・処分）
に係るノウハウの蓄積はまだ不十分な状況。

１－１．廃止措置の進捗状況

廃
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置
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終
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確
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施設解体

燃料搬出、汚染状況調査、除染 周辺設備の解体 原子炉等の解体 建屋等の解体

主にL3廃棄物※、クリアランス物 主にクリアランス物主にL1・L2廃棄物※
廃棄物の処理・処分

 クリアランス物 測定・評価し国の確認を受けた上で再利用

 低レベル放射性廃棄物 廃棄体化し国の確認を受けた上で処分場にて埋設
（L1～L3廃棄物）

※低レベル放射性廃棄物の区分
・L1:放射能レベルが比較的高いもの
・L2:放射能レベルが比較的低いもの
・L3:放射能レベルが極めて低いもの
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4１－２．廃炉に係る資金確保

 事業者としては、廃炉作業について創意工夫を行いながら効率化・合理化を図っているところ。
 なお、廃炉に係る資金は、「原子力発電施設解体引当金に関する省令」に基づき毎年度引き
当てを行っている。

解体引当金に係る省令に基づく総見積額（各社の廃止措置実施方針より）

※廃止措置プラントは、廃止決定時点での総見積額を示す。
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 今後の廃止措置プラントの増加も踏まえ、廃止措置作業をより効率的かつ合理的に進めていく
ことが必要。

 具体的に検討していくべき課題として以下を整理。

 ①については、実効性の伴う最適な連携の在り方について検討が必要

5１－３．更なる効率化・合理化の必要性

【今後検討していくべき課題】
① 電力会社の更なる連携
② グレーデッドアプローチ※1の適用
③ クリアランスの推進
④ 解体廃棄物の処理・処分の推進

※１:分類したリスクに応じて最適な
安全対策を講じていく考え方

これまでの取組みを踏まえ、課題の深堀りを実施
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7２－１．電力各社の取組み（1/2）

（１）廃炉作業効率化のための技術的な工夫

①設備共用・共同調達 ②同種作業のシリーズ化
• アライアンスを活用し、特殊装置（系統除染装置及び原
子炉容器内サンプリング装置）を共同調達

• 同一エリアでの同種作業は纏めて実施（工事業者等へ
纏めて発注）

• 同じサイト内の複数プラントにおいて同種作業を連続的に
行い、重機等を効率的に活用することを検討中

1号炉

2号炉

3号炉

これらの取組みが全国規模での電力会社の連携により実現した場合、
更なる効率化・合理化が期待できる可能性有

• これらの取組みは現状個社または一部の電力間での実施に留まっている
• 今後廃止措置プラントが増加し、作業が本格化してくると、こうした機器の調達や同種作業のシリーズ化が
各発電所で行われるものと思われる。
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8２－１．電力各社の取組み（2/2）

（２）廃炉作業で得られた知見・ノウハウの蓄積と活用方法

①作業の定型化・定常化 ②維持管理設備の最適化
• 使用済燃料の発熱が十分低下し
た状況を踏まえ、使用済燃料ピット
水の冷却を停止する運用に変更

• 設備の汚染レベルに応じ解体順序
や廃棄物の分別方法を予め整理

• 設備撤去からクリアランスまでの流れ
を定常化させる工事設計を実施

③現地解体の最小化
• 有価物等について切断・分解工程
を極力減らし、受入先にて解体

• 各社は先行プラント（海外含む）の知見を収集し、自社プラントへの適用性を検討
• 廃炉作業で得られた知見やノウハウは、個社によっては文書化による技術伝承、発電所間で情報共有し
水平展開

• 個社の知見・ノウハウは電事連の中で適宜情報共有され、活用は各社で個別に検討

これらの知見・ノウハウの蓄積と活用を全国規模で展開した場合、
更なる効率化・合理化が期待できる可能性有

構内非汚染区域
（PWR2次系等）

現地解体 処理業者（構外）

構外にて
解体

設備撤去 ⇒ 細断 ⇒ 分別

⇒ 運搬 ⇒ 除染 ⇒ ｸﾘｱﾗﾝｽ
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9２－２．最適な連携の在り方（1/2）

（１）新たな連携の方向性

現状の取組み（一例） 新たな連携の方向性

1号炉 2号炉 1号炉

2号炉 3号炉

情報共有

作業連携 作業連携
作業毎に

競争/特命発注

工事業者等工事業者等工事業者等工事業者等 工事業者等工事業者等工事業者等工事業者等

※電力グループ会社、地場産業含む

※ ※

・・・・・

電力会社B

電力会社A
発電所a 発電所a’

知見・ノウハウは電事連で適宜情報共有され、
活用は各社で個別に検討

1号炉 2号炉

知見
ノウハウ

発電所a 発電所b

1号炉
作業連携

知見
ノウハウ

電力会社A

蓄積

全体最適の
戦略検討

水平
展開

提案

 全国の廃止措置プラントの計画・工程を踏まえて全体最適の戦略を検討し、設備共用・共同
調達や同種作業のシリーズ化を全国展開

 各プラントの知見・ノウハウを蓄積した上で、個々のプラントでの作業に適切に水平展開
 上記を円滑に行うために電力間連携の統括・マネジメントを充実させていくことが必要

工事工程 工事工程
工事工程

知見
ノウハウ

知見
ノウハウ

工事工程

工事工程

工事工程 工事工程
工事工程

電力間連携の統括・マネジメントの充実が必要
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10２－２．最適な連携の在り方（2/2）

（２）新たな連携に係る留意点
① 廃止措置の実作業の効率化・合理化に寄与することが必須条件
 有効性を的確に見極めた上で連携を図ることが必要

• 炉型（BWR/PWR）の違いによって、発生する廃棄物
量やそれらを一時保管するスペースの状況が異なる

• 他作業との干渉等、個社事情によって連携可否が左右
される可能性有

 作業効率と費用効率の両面を考慮した発注が必要
• 共同発注等により競争環境が消失するおそれ有

② 蓄積した知見・ノウハウを有効的に活用できることが必須条件

 知見・ノウハウは、効率化が見込める対象を的確に見極めた上で適用することが必
要

 知見・ノウハウの蓄積に大きく貢献する先行プラントとこれらの活用で恩恵を受ける
後続プラントの間での公平性についても考慮が必要

③ 電力間連携の統括・マネジメントの充実化
 具体的にどのように充実させていくかを含め検討が必要

PWR

BWR

タービン建屋

格納
容器

原子炉
補助建屋

原子炉
建屋

タービン建屋

放射性廃棄物発生箇所

格納
容器



電気事業連合会

11

１．廃止措置の進捗状況

２．円滑な廃止措置に向けた方向性

３．今後の課題



電気事業連合会

12３．今後の課題

④ 解体廃棄物の処理・処分の推進
 廃止措置の完遂のためには処分先/再利用先の確保が必要
 処分先/再利用先の確保までの期間は一時保管場所の確保が必要
 一次保管場所の確保が困難な場合は廃止措置作業工程に影響するリスク有

② グレーデッドアプローチの適用
 リスクに応じて合理的な解体作業を追求することが必要
 維持管理に係る運用（防災対応等）においても、リスクに応じて段階的な適用を考慮
していくことが必要

 L1～L3廃棄確認においても、最適な運用方法を追求していくことが必要

③ クリアランスの推進
 合理的・効率的なクリアランスの測定・評価方法を追求していくことが必要

これらの課題に対して、引き続き国とも連携し、地域とのコミュニケーションを深め
ながら進めていく。また、このうち規制制度に関する事項は、ATENAと協調しなが
ら進めていく。

① 電力会社の更なる連携
 廃止措置の実作業の効率化・合理化に寄与することが必要
 蓄積した知見・ノウハウを有効的に活用できることが必要
 電力間連携の統括・マネジメントの充実化が必要


